
当社リエゾンのＥＲＣ プラント内配置

オンサイト統括

大
型
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緊
対
所
モ
ニ
タ

ERCプラント班長

事象進展予測担当

委員

ホワイトボード担当
Ｗ
Ｂ

資料配布担当

統括担当

資料作成担当

取りまとめ担当

事故進展予測担当

クロノロジー担当

クロノロジー担当

情報収集担当

資料作成担当

Ｔ
Ｖ
会
議
シ
ス
テ
ム
担
当

Ｂ

Ａ
Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

【従来】

オンサイト統括

大
型
モ
ニ
タ

緊
対
所
モ
ニ
タ

ERCプラント班長

事象進展予測担当

委員

ホワイトボード担当
Ｗ
Ｂ

資料配布担当

統括担当

資料作成担当

取りまとめ担当

事故進展予測担当

クロノロジー担当

クロノロジー担当

情報収集担当

資料作成担当

Ｔ
Ｖ
会
議
シ
ス
テ
ム
担
当

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

【変更後】

Ｂ

Ａ
Ｃ

Ｄ

多能化

E,F,Gはメールの直接受信等の環境整備後、
削減可能（紙媒体での配布取り止め）

記号 名称 役割 対応場所

Ａ １Ｆ説明

Ｂ ２Ｆ説明

Ｃ リエゾンまとめ 説明者フォロー

Ｄ ＱＡホットライン 即応センター中継

Ｅ １Ｆ資料配布

Ｆ ２Ｆ資料配布

Ｇ １Ｆ資料準備

Ｈ ２Ｆ資料準備

ブース内対応必須

ブース外対応可

プラント状況フォロー

ＥＲＣフロントバック
ヤード資料配布

メール情報打ち出し

１Ｆ対応

２Ｆ対応

共通

記号 名称 役割 対応場所

Ａ １Ｆ説明

Ｂ ２Ｆ説明

Ｃ リエゾンまとめ 説明者フォロー

Ｄ ＱＡホットライン 即応センター中継

Ｅ

Ｆ

Ｇ

資料配布・準備
情報打ち出し・

ＥＲＣフロントバック
ヤード資料配布

プラント状況フォロー

ブース内対応必須

ブース外対応可

８人⇒７人対応へ

資料配布

資料配布
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変更内容
EALの見直し(1F,2FのSFP水位)

1F,2FのAL31の基準については，現在の基準をベースにSFP水位がTAF+4m
以下に達した場合は，継続時間無しで該当する運用に変更

変更前 変更後

NWL

2m

約5ｍ

使用済燃料

使用済燃料貯蔵プールオーバーフロー

スキマ
サージ
タンク

FPCポンプ

TAF+2m

TAF

NWL

2m

使用済燃料

使用済燃料貯蔵プールオーバーフロー

スキマ
サージ
タンク

約3m

FPCポンプ

TAF+2m

TAF

TAF+4m
2m

オーバーフロー水位付近を
維持できず，可搬型設備
を使用しても水位低下継続

AL31
(1F)※

AL31

SE31

GE31

SE31

GE31

「水位低警報」設定を
下回り1時間以内に
復帰できず
SFP水位サイフォンブ
レーク孔露出水位

AL31
(2F)※ SFP水位

TAF+4m以下

AL31
(2F)

約0.4ｍ

サイフォンブ
レーク孔(2F)

オーバーフロー水位付近を
維持できず，可搬型設備
を使用しても水位低下継続

「水位低警報」設
定を下回り1時間
以内に復帰できず

SFP水位TAF+4m以下

※ AL31はこの他にも使用済燃料貯蔵プール水位が24時間以上確認できない場合も該当

AL31
(1F)※

AL31
(2F)※

1F,2FのSFP水位に関するEAL基準



EAL番号 AL31 BWR
EAl略称 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失のおそれ

EAL 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと，又は当該貯蔵槽
の水位を一定時間以上測定できないこと。

規制庁
解説

通常直ちに使用済燃料貯蔵槽への注水が実施され水位の回復が図られ
るが，当該貯蔵槽の水位が低下し，その水位を維持できない場合には当
該貯蔵槽への注水機能に何らかの異常があると考えられることから，警戒事
態の判断基準とする。また，当該貯蔵槽の水位を維持できないおそれがある
場合において，当該貯蔵槽の水位を一定時間以上測定できない状況にあ
るときは，上記と同様な状況にある可能性があること及び水位を測定できな
いという何らかの異常が継続していると考えられることから併せて警戒事態の
判断基準とする。
「一定時間」とは，測定できない状況を解消するために準備している措置

を実施するまでに必要な時間をいう。
「使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと」とは，可搬型を含む全て

の設備を考慮しても，当該水位を維持できないこと又は維持できないおそれ
がある場合をいう。

（原子力事業者防災業務計画P.Ⅱ-18参照） 判断フロー

SFPの漏えい有り

事
業
者
解
釈

(1)「水位を維持できないこと」とは，漏えい又は蒸発などにより
使用済燃料貯蔵槽の水位がオーバーフロー水位付近であるこ
とを満足できず，可搬型を含む全ての設備による貯蔵槽への
水補給を行っても水位低下傾向が止まらない状態，又は照射
済燃料集合体の頂部から上方4ｍの水位に達することを目視
又は評価により確認した場合をいう。
(2)「一定時間以上測定できないこと」とは，水位を維持できて
いないことが疑われる状況（漏えい等を確認）において，何れ
の手段によっても一定時間以上当該貯蔵槽の液面の位置が
確認できない状態をいう。なお，一定時間とは２４時間を目
安とする。
(3)使用済燃料共用プールは本基準を適用する。
(4)本基準は照射使用済燃料集合体が使用済燃料貯蔵槽
内に存在しない場合には適用されない。

AL31

号機

燃料プール水位測定不能 24時間以上継続

判断時刻
：

通常補給による注水不可 ※２

SFPからの漏えい量が30m3/h以上 ※1

※1：通常補給を行っても水位が回復しない漏えい量
※2：1～3号機は既設送水ポンプ、５・６号機は復水移送ポンプ、

共用プールは補給水ポンプ

条件成立の確認者：運転班長

１Ｆ 福島第一原子力発電所 EAL判断シート 年 月 日 時 分 現在

「燃料頂部から上方4m」まで水位が低下（目視又は評価で確認）
①確認手段 _



EAL番号 AL31 BWR
EAl略称 使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失のおそれ

EAL 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと，又は当該貯蔵
槽の水位が一定時間以上測定できないこと。 (※1)

事業者解
釈

(1)「水位を維持できないとき」とは,使用済燃料貯蔵プールの水位
が漏えい又は蒸発などにより「水位低警報」設定水位を下回り，可
搬型を含む全ての設備による水補給を行っても1 時間以内に水位
が復帰できない状態，又は照射済燃料集合体の頂部から上方４
メートルとなる数位を検知した状態をいう。
照射済燃料集合体の頂部から上方４メートルとなる水位とは水位
計の接点Ｎｏ．６が露出した状態をいう。
(2)「水位を一定時間以上測定できないとき」とは,使用済燃料貯
蔵プールの水位計，監視カメラ等により液面の位置が確認できない
状態が２４時間以上継続した場合をいう。

判断フロー

SFP水位「水位低警報発生」
①備考 _
SFP水位がTAF+4ｍまで低下（仮設水位計当該水位No.6露出）
③備考 _

規
制
庁
解
説

通常直ちに使用済燃料貯蔵槽への注水が実施され水
位の回復が図られるが、当該貯蔵槽の水位が低下し、そ
の水位を維持できない場合には当該貯蔵槽への注水機
能に何らかの異常があると考えられることから、警戒事態
の判断基準とする。
また、当該貯蔵槽の水位を維持できないおそれがある場
合において、当該貯蔵槽の水位を一定時間以上測定で
きないときは、上記と同様な状況にある可能性があること
及び水位を測定できないという何らかの異常が継続して
いると考えられることから、併せて警戒事態の判断基準と
する。
「一定時間」とは、測定できない状況を解消するために準
備している措置を実施するまでに必要な時間をいう。
「使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと」とは、可
搬型を含む全ての設備を考慮しても、当該水位を維持
できないこと又は維持できないおそれがある場合をいう。

（※１）原子炉の運転等のための施設が，核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律
（昭和32年法律第166号。以下「規制法」という。）第43条の3の6第1項第4号の基準に適合した場合に
適用する。なお，具体的には，同基準が制定又は変更された場合で，当該施設についての同号の基準の制
定又は変更に係る使用前検査（同法第43条の3の11に規定する使用前検査をいう。）において実用発電
用原子炉の設置，運転等に関する規則（昭和53年通商産業省令第77号）第16条の表第3号の下欄に
掲げる検査事項が終了した場合に適用となる。（同検査事項が終了していない場合は，当該項目は適用外
となる。）

判断時刻
： _

AL31

号機

SFP水位不明（水位の確認ができない状態）
④備考 _

24時間以上継続
⑤継続時間 _

１時間で水位低警報クリアせず
②備考 _

福島第二原子力発電所 EAL判断シート 年 月 日 時 分 現在２Ｆ

（原子力事業者防災業務計画P.Ⅱ-18参照）

（注）照射済燃料集合体の頂部を
「TAF」と表記している


